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域内の関係深化、中間層・富裕層の更なる増加が見込まれる

ASEAN（東南アジア諸国連合）は、1967年にタイ、インドネシア、シンガポール、フィリピン、マレーシアの5ヵ国で設立さ

れました。その後、ブルネイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーが加わり、現在は10ヵ国で構成されています。

域内の総人口が6億人を超え、ASEANは過去10年間に高い経済成長を見せており、今後も世界の「成長センター」とな

る潜在力を持っています。

設立50周年にあたる今年は、様々な国や地域で会議や式典が催されています。今年議長国を務めるフィリピンでは、

4月にASEAN首脳会議、8月にASEAN外相会議が開かれました。このほかASEAN最大の経済規模を誇るインドネシア

でも、ASEAN設立50周年を祝う記念式典が8月に南ジャカルタのASEAN事務所で開かれ、同国のジョコ・ウィドド大統領

やASEANのレ・ルオン・ミン事務局長らが出席しました。加盟各国が良好な協力関係を維持し、経済統合と成長を目指

すことを確認、麻薬撲滅やテロ対策でも協力を呼びかけました。
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日本の外務省および国土交通省は、7月にASEAN地域

における「質の高いインフラ投資」の推進やASEAN諸国

とのさらなる関係強化に向けて、ASEAN諸国在京大使

等を対象とした「質の高いインフラ」を紹介する「シティ・ツ

アー」を開催しました。そこで緻密な日本の都市交通ネッ

トワークを支えるための取り組みについて紹介しました。

コラム：「東南アジアの現代美術」

著しい経済成長を遂げている東南アジアでは、事業投資
のみならず、各国の現代美術への関心が高まっています。
インドネシアでは11月に初の国際現代美術館がジャカルタ
にオープンします。

日本では ASEAN設立50周年にあたる2017年の7月から
10月まで、国立新美術館と森美術館、国際交流基金アジ

アセンターが共催し、「サンシャワー：東南アジアの現代美
術展 1980年代から現在まで」が開催されています。東南
アジアの現代美術を紹介する史上最大規模の展覧会です。出所：WEF、ADB、外務省、各種報道に基づきイーストスプリング・インベスト

メンツ作成。

ＩＴを含むインフラ整備が加速、日本からは
「質の高いインフラ投資」で支援

＜ASEAN加盟10ヵ国＞2015年末に「政治・安全保障」「経済」「社会・文化」の3本柱から

成るASEAN経済共同体（AEC）が発足し、域内の関係深化に向

け新たな一歩を踏み出しています。域内の関税撤廃は進展して

いますが、今後は域内で一体化したサプライチェーンの強化を

目指しています。

世界経済フォーラム（WEF）の2017年の調査では、ASEANの

経済規模は世界6位、2020年には5位に浮上すると予測されて

います。アジア開発銀行（ADB）は9月26日に、ASEANの実質

国内総生産（GDP）成長率については、2017年が前年比

+5.0％、2018年が+5.1％となるとの見通しを発表しました。世界

経済の回復がアジア・太平洋地域の成長を後押しするとしてい

ます。

域内で一体化したサプライチェーンを強化、さらなる輸出の拡大を期待

タイでは、政府が開発する新経済特区でIoTの導入を働

き掛ける日本企業もあり、インフラ整備や工場の運営に

おいて、先端技術を用いた環境整備が期待されています。


